
 

環境配慮指針 

 

（１）性格と内容 

① 環境配慮指針は、環境基本条例（平成 7 年豊中市条例第 29 号）の規定に基づく環境

基本計画の計画理念である、豊中市の望ましい都市像を表すキャッチフレーズの“創ろ

う風と光のせせらぎと ふれあいのまち とよなか”を実現していくために、豊中市環

境の保全等の推進に関する条例（平成 17 年豊中市条例第 10 号）第 51 条の規定に基づ

き、開発や事業実施に当たって具体的に環境に配慮すべき事項を「配慮項目」とし、そ

の内容を「環境の保全のための措置」として規定したもので、環境配慮の目安・目標又

はガイドラインといえるものである。 

  さらに、これは各事業者が環境に対する配慮を計画の早い段階から検討し、環境の保

全のための措置を実施しやすくするために、情報面から支援・誘導しようとするもので

ある。 

② 「配慮項目」は、まず、環境に関連する現行の各種条例・要綱や指導内容を整理する

とともに、快適環境に関するものや循環型社会といった新しい環境課題について補完し

ている。 

③ 事業の種類や地域の特性に応じて、きめ細かな環境配慮を行いやすくするため、啓発

的な要素の強い「配慮項目」についても整備している。 

 

 

（２）構成 

環境配慮指針は、以下のように構成されている。 

① 事業者（企業）が開発事業等を実施するに当たって配慮すべき項目及び環境の保全の

ための措置 

        ア．公害対策      典型公害対策 

                    工事中の公害対策 

                    交通公害対策 

                    都市・生活型公害対策 

        イ．快適環境      自然・歴史環境 

人にやさしい環境 

        ウ．循環システム    循環型都市システム 

                     

② 事業者（企業）が日常の事業活動の中のみでなく、一市民として地域社会の中で良好

な環境づくりに取り組むために配慮すべき項目及び配慮の保全のための措置 

 

        ア．公害対策      典型公害対策 

                    工事中の公害対策 

                    都市・生活型公害対策 

        イ．循環システム    生態系への配慮 

                    環境に配慮した事業（企業）活動           

            



 

                      

                      

 

公害対策 

    ここでは、これまでの公害防止対策を中心に整理した。この分野のうち典型   

公害は、原因や対策技術が確立しているものが多く、既に現行の法律や条例で対応

しているものが多い。しかし、交通公害や都市・生活型公害については、原因や対

策が複雑・多岐にわたるとともに、市民生活に直接かかわりの深いものが多いため、

啓発的な「配慮項目」が多くなっている。 

   

   快適環境 

    身近な自然の保全やすぐれたまちなみの景観など、快適でうるおいのある都市環

境づくりのための「配慮項目」を整理している。この分野は数値化・基準化になじ

みにくいものが多いため、誘導的な要素の強い「配慮項目」が多くなっている。 

 

   循環システム 

    この分野は、近年の地球環境問題や都市構造にかかわる環境問題の高まりの中で

出されてきた課題が多く、対策技術も日々変化、前進している。したがって、誘導

的な要素の強い「配慮項目」が多くなっている。 

 



 

１．事業者（企業）が開発事業等を実施するに当たって配慮すべき項目及び環境の保全の

ための措置 

 

（１）公害対策／配慮項目・環境の保全のための措置 

（１）－１ 典型公害対策 

 配慮項目 環境の保全のための措置 

1 発生源や民家との

位置・方向等 

施設の建設に当たっては、周辺住宅との距離や方向、

既存工場の状況などに配慮し、排出ガス・騒音などによ

る周辺への影響をできるだけ抑えるよう努めること。 

2 緩衝空間の設置（騒

音対策） 

建物の周囲に空間を確保するため、道路に接する敷地

の部分には、歩行空間や緑地などの機能を兼ねた緩衝空

間を設けるよう配慮すること。 

3 排出口の位置等の

配慮 

排出口、排水口については、周辺の生活環境、水生生

物などへの影響を考慮し、位置、高さ、方向に配慮する

こと。 

4 建築構造・防音対策 騒音を発生する施設を有する場合は、壁・窓などの遮

音性を高めるとともに、換気口への防音フードの設置、

植樹などにより防音対策に努めること。 

5 隣接構造物への配

慮 

軟弱地盤地域に立地する場合は、隣接構造物への影響

を考慮し、基礎の位置や構造等に配慮すること。 

6 日照・電波障害対策 周辺への日照や電波受信状況に及ぼす影響を事前に

調査し、日照阻害や遮蔽
へい

障害、反射障害などの電波障害

による影響を軽減するよう施設の配置、高さ、形状など

に配慮すること。 

7 複数の建築物によ

る電波障害対策 

複数の建築物により電波障害が生じた場合には、関係

者の協力により、主たる原因者が責任をもって共同受信

装置の設置などの対策を講じること。 

8 地盤改変の配慮 やむを得ず地盤高を変更する場合は、日影などによる

隣接地への影響に配慮すること。 

 

（１）－２ 工事中の公害対策 

 配慮項目 環境の保全のための措置 

9 工事中の電波障害

対策 

工事中に生じる電波障害についても、適切な対策を講

じること。 

10 工事中の樹木の保

護 

保存する必要のある樹木等には、工事機器による損壊

を防ぐための柵などを設置し、その保護に努めること。 

 

 

 

 

 



 

（１）－３ 交通公害対策 

 配慮項目 環境の保全のための措置 

11  自動車による大気汚

染・騒音への対策 

 幹線道路の計画に際しては、周辺地域の大気、騒音

等の環境基準に照らし、生活環境に著しい影響を及ぼ

さないよう、防音壁や緩衝帯の設置等の適切な対策を

講じること。 

12 沿道等の緑化 道路及びその周辺については、大気浄化や防音等の

緑の環境保全機能を踏まえた緑化に努めること。 

 13 沿道建物用途の配慮 幹線道路沿道などの周辺施設では、騒音、排気ガス

など交通公害の影響に配慮した建物用途・施設配置に

努めること。 

 14  沿道建物開口部の配

慮 

 幹線道路沿道などの周辺に設置する施設は、窓など

の開口部を防音仕様にするなど、防音、遮蔽
へい

に配慮す

ること。 

 15 施設周辺の円滑な交

通処理 

 大規模開発に伴う新設道路の計画に際しては、交通

の安全と円滑な通行が図れるよう、既存道路との接続

や公共交通機関の円滑な運行に配慮すること。 

 16 施設周辺の安全な交

通処理 

大規模集客施設の建設により、新たに生じる交通量

によって周辺の交通渋滞、交通事故などが生じないよ

う、道路との接続の位置、交差点の改良等の交通流対

策や駐車場の配置等に配慮するとともに、必要によっ

ては取付道路や歩行者空間を整備すること。 

 

（１）－４ 都市・生活型公害対策 

 配慮項目 環境の保全のための措置 

 17 商業施設の周辺環境

への配慮 

深夜型店舗や飲食・物販等の商業施設においては、営

業時間、商品の搬出入や来客等に伴う騒音や夜間の照明

による影響などについて、周辺住民への生活の静穏、安

全面に配慮すること。 

 18  駐車場周辺への配慮  駐車場へ出入りする車による隣接地への騒音、排気ガ

スによる影響や早朝、深夜の出入り音等に配慮するこ

と。 

 19 駐車場での安全対策  駐車場の出入口には、必要に応じてカーブミラーの設

置や歩行者用出入口を設けるなど、交通安全施設を敷地

内に設置するとともに、場内の安全対策にも配慮するこ

と。 

 20 オープンスペース等

の適正管理 

マンション等においては、緑地、広場や植栽場所とい

ったオープンスペース、側溝等の適正な維持管理に努

め、良好な景観や美化に配慮すること。 

 

 



 

（２）快適環境／配慮項目・環境の保全のための措置 

（２）－１ 自然・歴史環境 

 配慮項目 環境の保全のための措置 

 21 既存の自然環境資源

の事前調査と保全活用 

各種の事業計画に際しては、自然の緑地、古木・大木、

水路等の水辺、生息している動植物などの環境資源の適

切な保全・活用を図るとともに、必要に応じて現況調査

などを行うこと。 

 22 移植等による既存の

植生等の活用 

やむを得ず既存の植生・地形を改変する場合は、移植

等により既存の植生の保全を図るとともに、表土は、

適切に保管し、植栽などに使用するほか、環境資源と

しての活用に努めること。 

 23  敷地内の緑化 別に定める基準に基づき、可能な限り敷地内に緑化ス

ペースを確保し、シンボル緑化、生垣緑化など多様な緑

化に努めること。 

 24 壁面緑化等による緑

化 

敷地内に充分な緑化スペースがとれない場合は、壁面

緑化、ベランダ緑化、屋上緑化などに配慮すること。 

 25 緑化位置や樹種の配

慮 

緑化スペースの配置や樹種の選定については、周辺環

境との調和や修景、遮光、防音などの「みどり」がもつ

多様な機能を生かすよう配慮すること。 

 26 緑の防音機能などの

活用 

工場・事業場では、防音、防火、遮蔽
へい

などの機能を考

慮した緑化をすすめること。 

 27 緑によるビル風防止 高層建築物では、圧迫感の緩和、ビル風の防止等のた

め、建物の周りに十分な緑地を確保するよう努めるこ

と。 

 28 歴史環境の保全・活

用のための試掘 

工事の着工に当たっては、事前に建設予定地内の遺

物・埋蔵文化財などの存在の有無を確認するため、必要

に応じて試掘調査を行うこと。 

 

（２）－２ 人にやさしい環境 

 配慮項目 環境の保全のための措置 

 29 文化・コミュニティ

性の確保 

公共性の高い施設の整備に際しては、文化性やコミュ

ニティ機能を高めるため、地元住民や利用者の意見・要

望などに配慮すること。 

また、福祉面にも配慮すること。 

 

 

 

 

 

 

 



 

（３）循環システム／配慮項目・環境の保全のための措置 

（３）－１ 循環型都市システム 

 配慮項目 環境の保全のための措置 

 30 雨水浸透への配慮 別に定める基準に基づき、地下水のかん養、下水道施

設への負荷軽減を図るため、道路の歩道部やオープンス

ペース、駐車場などは、可能な限り透水性のある舗装や

インターロッキングブロックなどを採用し、地表面を必

要以上にコンクリート等で覆うことのないよう雨水浸

透に配慮すること。 

 31 雨水貯留・活用への

配慮 

雨水貯留槽（施設）の設置によって、敷地内の雨水を

トイレ、散水、洗車などの雑用水や防火用水などとして

活用することや、雨水を利用してとんぼ池等のビオトー

プを設置することなど、雨水貯留・雨水活用に配慮する

こと。 

 32  透水性のある雨水排

水施設への配慮 

雨水排水施設の整備に際しては、浸透方式の採用にも

配慮すること。 

 33 コジェネ等による省

エネルギーヘの配慮 

大規模事業については、地域冷暖房、コジェネレーシ

ョンなどのエネルギー供給システムや中水道システム

の導入を図るなど、省エネルギーに配慮すること。 

 34 建築構造による省エ

ネルギーヘの配慮 

建築物の配置や窓の位置を工夫することにより、通

風、採光を確保するとともに、床下・屋根裏換気、断熱

材の使用や壁面緑化などにより省エネルギーに配慮す

ること。 

 



 

２．事業者（企業）が日常の事業活動の中のみでなく、一市民として地域社会の中で良好

な環境づくりに取り組むために配慮すべき項目及び配慮の保全のための措置 

 

（１）公害対策／配慮項目・環境の保全のための措置 

（１）－１ 典型公害対策 

 配慮項目 環境の保全のための措置 

1 生産工程、原材料等

の見直し・改善 

使用燃料や原材料については、常に良品質の物を導入

するとともに、生産工程の改良や技術開発により排出ガ

ス及び水質汚濁の低減や抑制に努めること。 

2 

 

処理施設の適正な

維持管理 

公害物質などの処理施設については、点検項目、点検

時期、担当者の配置など計画的で適切な維持管理体制の

整備に努めること。 

3 公害発生状況のモ

ニター 

公害の発生状況を監視するため、必要に応じて大気、

水質、騒音など公害物質の定期的な測定を行うととも

に、目や耳など五感によるモニターなどにより周辺への

影響の把握に努めること。 

4 

 

資材等の適切な保

管 

資材などの保管は、粉じん等が飛散しないよう散水、

防じんカバーの設置など適正な処置を講じること。 

5 

 

廃棄物の適切な保

管 

事業活動に伴い発生する廃棄物を保管する場合は、飛

散、流出、地下浸透、悪臭等が生じないよう適切な管理

を行うこと。 

6 

 

有害物質の適正な

保管 

各種有害物質の保管施設や地下貯留施設については、

液漏れ等による地下水・土壌汚染を防止するため、適正

な構造や維持管理に努めること。 

 

 

 

 

（１）－２ 工事中の公害対策 

 配慮項目 環境の保全のための措置 

7 工事廃棄物の焼却

処分の禁止 

 悪臭や黒煙等による周辺への影響を及ぼさないよう、

工事現場での廃棄物の焼却処分は行わないこと。 

8 工事現場の粉じん

対策 

 工事中の粉じんの飛散については、散水、シートなど

による適切な対策を講じること。 

9 工事現場の排水対

策 

 工事に伴う排水は、工事が長期にわたる場合は公共用

水域に直接排水することのないよう、沈砂池などにより

適切に処理すること。 

10 工事による騒音・振

動対策 

 工事中の騒音・振動対策として、建設工法、防音・低

振動型機器の使用、工事時間帯の調整、建設機器の配置、

防音パネル・防音シートの設置など、周辺地域への影響

を低減するよう配慮すること。 



 

11 工事車両による公

害対策 

工事車両は、周辺への騒音、振動、排気ガスの影響を

低減するよう、不要なアイドリングを防止するととも

に、駐車場所、走行時間帯及び走行ルートに配慮し、工

事現場周辺の通行の安全確保に努めること。 

12 工事現場及びその

周辺の美化 

工事現場及びその周辺では、建築資材ごみ、廃材等の

放置により周辺環境を損なわないよう配慮するととも

に、景観に配慮した工事用仮囲いなど、道路や周辺の美

化に努めること。 

13 薬剤による地下水

等への配慮 

地盤改良に際しては、薬液による地下水や樹木等への

影響を生じさせないよう、施工範囲や施工方法などに配

慮すること。 

14 掘削工事に伴う地

盤変状の防止（１） 

掘削工事に当たっては、必要に応じて事前に地盤調

査、隣接構造物等の調査を行い、周囲の地盤に変状を与

えない適切な土留工法を採用するとともに、隣接構造物

と掘削位置を離すなど、周囲の家屋その他の諸施設に影

響を及ぼさないよう配慮すること。 

15 掘削工事に伴う地

盤変状の防止（２） 

地下水位が高い地盤での掘削工事に際しては、周辺で

の地盤沈下を防止するため、土留の遮水性を高め、地下

水位を過度に下げないよう配慮すること。 

16 盛土工事に伴う地

盤変状の防止 

盛土工事を行う場合は、事前に地盤調査を行い、大き

な圧密沈下や周辺地盤の隆起、堪
かん

水
すい

などを生じるおそれ

のあるやわらかい粘土地盤やゆるい砂地盤の場合は、地

盤の安定性の確保に努めるとともに、盛土の範囲を隣接

構造物から十分離すなど、適切な対策を講じるよう努め

ること。 

17 その他の工事に関

わる配慮 

建築用型枠材は、繰り返し使用できる型枠を使用し、

熱帯材の使用を抑制するなど、材料や工法などに配慮す

ること。 

 

 （１）－３ 都市・生活型公害対策 

 配慮項目 環境の保全のための措置 

 18 資材搬出入に伴う周

辺への配慮 

資材などの搬出入車については、周辺環境に悪影響を

与えないよう、積み卸し作業音、走行時間帯、走行ルー

トなどに配慮すること。 

 19 洗い場排水の適正な

排水 

洗い場の排水は、汚水管に接続し、雨水排水施設から

公共水域に流出しないように配慮すること。 

 20 管理責任者連絡先の

明示 

ビルやマンションにあっては、できるだけ管理人室を

設置して管理人を常駐させるとともに、戸数が少なく管

理人の常駐が不可能な場合は、管理責任者や連絡先等を

明示するよう努めること。 

 



 

（２）循環システム／配慮項目・環境の保全のための措置 

（２）－１ 生態系への配慮 

 配慮項目 環境の保全のための措置 

 21 花や実のなる生態系

に配慮した緑化 

花や実のなる樹木など野鳥や小動物を呼び寄せられ

る樹種や、土壌、地形等に応じた地域の自然植生を活用

するなど、生態系に配慮した緑化に努めること。 

 22 生態系に配慮した樹

木の管理 

樹木の管理に当たっては、本来の樹形を損なうことの

ないような適切な剪
せん

定に努めるとともに、生物の生息環

境に配慮すること。 

 23 親水性や生態系に配

慮した護岸の整備 

河川・ため池の堤防や護岸の整備においては、緩傾斜

護岸や空隙
げき

のある構造を採用するなど、できるだけ動植

物の生息に配慮した工法に努めること。 

 24  樹木、草花を活用し

た水辺環境の整備 

水路などの水辺環境においては、樹木、草花を活用し、

水面に日陰をつくるなど、生物が生息しやすいように配

慮すること。 

 25 生き物に配慮した水

際・河床の整備 

河床、護岸の単純化を避け、水際線に変化をもたせる

ため、護岸部への置石、くい打ちなどを行い瀬や淵
ふち

を設

けるなど河床に変化をもたせるとともに、水域・湿地・

陸部の連続性を保つよう、配慮すること。 

 

 

 

（２）－２ 環境に配慮した事業（企業）活動 

  配慮項目 環境の保全のための措置 

 26 環境にやさしい商品

の開発、改良 

使い捨て商品の生産抑制、リサイクルしやすい材質や

構造への改良、製品・部品の標準化、規格化と部品の保

存期間の長期化、製品寿命（耐用年数）の延長化、不必

要なモデルチェンジの抑制、低騒音・低振動型など低公

害機器への改良などに配慮すること。 

 27 エコビジネスの推進 有害物質の使用を減らし、代替品の早期開発に努める

とともに、ソフトエネルギーを利用した機器など、地球

全体の資源と環境保全を考えた商品の生産販売に配慮

すること。 

 28 トラック輸送の抑

制・見直し 

トラック走行量の抑制を図るため、輸送の平準化、ジ

ャスト・イン・タイムや輪送手段の見直しなど物資輸送

効率の改善に努めること。 

 29 通勤用自家用車の自

粛規制・低公害車の利

用 

通勤のための車の使用自粛や、天然ガス自動車、電気

自動車等の低公害車を導入利用するとともに、貨物の運

搬については、ディーゼル車の使用をできるだけ避ける

よう努めること。 

 


